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はじめに 

１ 計画策定の目的 

 我が国においては、高度経済成長期やバブル経済期前後にかけて大きな社会資本投資を行

ってきました。これは、町民ニーズや社会状況の変化とともに、様々な公共施設等を整備し、

また一方で、平成 24 年 12 月に起きた笹子トンネル天井板落下事故による、公共施設等の社

会資本の老朽化は大きな話題になったところです。 

このように、我が国全体の社会資本の老朽化への対応と様々な災害対策に向けた国土強靭

化を目指す国の方針は既に進んでいるところですが、これに加え、少子・高齢化の進行など

による人口構造が大きく変化し、人口減少に伴う施設の統廃合や複合化、施設更新コスト圧

縮のための長寿命化という大きな社会的な課題が懸念されています。 

人口減少に伴う経済縮小や労働力人口の減少、社会基盤整備や社会保障による財政の悪化

など、様々な想定を考えつつ、社会資本投資による公共施設等は、老朽化の進行や更新時期

の到来、人口減少や少子・高齢化の進行に伴う統廃合や複合化の必要性、大規模災害等への

対応などにより、施設等を取り巻く環境は大きく変化しており、これらへの対応が迫られて

います。 

 

このような状況の中、平成 26年 4月、内閣府、総務省が主導となって中央・地方公共団体

の全てが「公共施設の今後の在り方」について資産更新問題を見据えた取りまとめを行うと

いうのが「公共施設等総合管理計画」です。これによりすべての地方公共団体ならびに広域

事務組合は、公共施設等（建築物）、道路や橋梁などのインフラ系施設など全ての公共施設等

を対象として、10年以上の長期の視点を持ち、財政見通しと施設維持管理費に配慮した公共

施設等総合管理計画を策定することを要請されています。 

 

この「渡島西部広域事務組合 公共施設等総合管理計画」は、様々な社会情勢を踏まえ、

公共施設等の全体像を明らかにし、保有する公共施設を効果的・効率的に活用し、必要な公

共サービスを持続的に提供し続けられるよう、長期的な視点を持って、公共施設等の総合的

かつ計画的な維持管理を推進することを目的として策定するものです。  
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2 組合の沿革  

当組合は、消防常備化の機運にあった松前町

と福島町が、昭和４５年４月に政令指定を受け

組合を結成して発足し、昭和４７年４月に知内

町と木古内町も加入して渡島西部消防事務組合

として再発足しました。 

 一方、衛生部門は、昭和４７年７月にし尿処

理関係が４町体制で発足し、ごみ処理関係が昭

和５０年４月に松前町を除く３町体制で発足しました。 

 その後、組合事務の効率化を図るため、昭和５７年４月に消防部門と衛生部門を

統合して、名称も渡島西部広域事務組合（以下、当組合という）に改め新発足をし、

平成１１年１０月には一般廃棄物最終処分場の建設、さらに平成１２年４月にごみ

処理関係への松前町加入によって、消防衛生両部門が４町体制となり、現在に至っ

ております。 

 また、ダイオキシン対策による規制強化のため、ごみ焼却施設及び動物焼却炉は

平成１４年１１月３０日で廃止、平成２４年３月に解体工事を終了しました。なお、

減量化を目的にリサイクルプラザを平成１４年１２月１日より稼働しております。 

 更に、平成２３年度から平成２５年度までの３ヵ年事業で高度処理の技術を駆使

した「汚泥再生処理センター」が平成２６年３月に完成しました。 

 

3 計画の位置づけ 

本計画については公共施設等総合管理計画を上位計画と位置づけ、衛生センターについて

は個別計画、各消防署においては平成２８年１１月作成の消防計画を中心にそれぞれの署に

おける個別計画を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 衛生センター個別計画

消防計画

各消防署　個別計画

公共施設等総合管理計画
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4 計画の策定内容 

総務省の「公共施設等総合管理計画の策定に当たっての指針（平成２６年４月２２日総務

省）においては、財源や人口の見通しを踏まえ、公共施設の数量規模が適正か検討した上で、

下記の内容を含めることが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公共施設：公共施設、公用施設その他の当該地方公共団体が所有する建築物その他の工作物をいう。具体的に

は、いわゆるハコモノの他、道路・橋梁等の土木構造物、公営企業の施設（上水道、下水道等）、プ

ラント系施設（廃棄物処理場、斎場、浄水場、汚水処理場等）等も含む包括的な概念である。 

 維持管理：施設、設備、構造物等の機能維持のための必要となる点検・調査、補修などをいう。 

 修  繕：公共施設等を直すこと。 

なお、修繕を行った後の効用が従前より大きいか小さいかを問わない。 

 更  新：老朽化等に伴い機能が低下した施設等を取り替え、同程度の機能に再整備すること。 

（総務省「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の策定について」より） 

 

 

１． 公共施設等の現況及び将来の見通し 

（１）老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況 

（２）総人口や年代別人口についての今後の見通し 

（３）公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込みやこ

れらの経費に充当可能な財源の見込み等 

２． 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

（１） 計画期間 

（２） 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（３） 現状や課題に関する基本認識 

（４） 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

① 点検・診断等の実施方針 

② 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

③ 安全確保の実施方針 

④ 耐震化の実施方針 

⑤ 長寿命化の実施方針 

⑥ 統合や廃止の推進方針 

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

（５） フォローアップの実施方針 

３． 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 
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5 組合組織図 

 当組合の組織図は次のとおりです。 
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第１章 公共施設等の現状及び将来の見通し 

1 公共施設の現状 

■各所属別、延べ床面積 

所属 延べ床面積(㎡) 割合 

衛生センター 8,018.8 61.2% 

消防本部 50.6 0.4% 

松前消防署 1,832.4 14.0% 

福島消防署 1,144.7 8.7% 

知内消防署 929.2 7.1% 

木古内消防署 1,131.0 8.6% 

合計 13,106.7 100.0% 

※各所属の公有財産台帳より集計。 

 

当組合の公共施設（建築物）延べ床面積の合計は約１．３万㎡であり、所属別内訳では衛生

センターが６１．２％、松前消防署が１４．０％と続きます。 
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2 保有する施設について 

 本計画で示す公共施設等に該当する施設は下記のとおりです。 

 

■衛生センター 

 

 

所在地 松前郡福島町字千軒３１番地１
完成年 平成１５年１月
建築面積 １，４３０．２３㎡
建設費 ８億２，８４５万円
構造 鉄筋コンクリート、一部鉄骨造　２階
処理能力 １２ｔ／日

所在地 松前郡福島町字千軒３１番地１
完成年 平成２６年３月
建築面積 １，９６６．０７㎡
建設費 ２１億９，３９２万円
構造 鉄筋コンクリート、一部鉄骨造　地下１階・地上２階
処理能力 ６４㎘／日

所在地 松前郡福島町字千軒３０番地４
完成年 平成１１年９月
建設費 １５億５，７２９万円

埋立面積 １３，５００㎡
埋立容積 ７５，０００㎥

建築面積 ８０９㎡
構造 鉄筋コンクリート造
処理能力 ５０㎥／日

所在地 松前郡福島町字千軒３１番地１
完成年 平成２８年１２月
建築面積 ２７６．３９㎡
建設費 ８，７３２万円
構造 鉄骨造

【渡島西部広域事務組合リサイクルプラザ】

【一般廃棄物最終処分場】

【ストックヤード】

（埋立処分場）

（浸出水処理施設）

【渡島西部汚泥再生処理センター】
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■消防庁舎 

 

※消防計画 抜粋 

 

■消防職員宿舎 

 

※消防計画 抜粋 

  

用途 倉庫（リサイクルプラザ関連施設）
所在地 松前郡福島町字千軒３１番地１
完成年 平成１５年１月
建築面積 １８１㎡
構造 鉄骨造

用途 車庫（汚泥再生処理センター関連施設）
所在地 松前郡福島町字千軒３１番地１
完成年 平成２６年３月
建築面積 １２０㎡
構造 鉄骨造

用途 車庫（最終処分場関連施設）
所在地 松前郡福島町字千軒３０番地４
完成年 平成１１年９月
建築面積 １５６㎡
構造 鉄骨造

【その他の施設】

施設名 所在地 構造 延面積 完成年度 備考

消防本部 福島町字三岳45番地1
鉄筋コンクリート
2階

50.60㎡ 昭和56年 福島消防署内

松前消防署 松前町字建石216番地1
鉄筋コンクリート
2階

928.38㎡ 昭和60年

江良出張所 松前町字江良864番地
ブロック造
2階

155.52㎡ 昭和48年

福島消防署 福島町字三岳45番地1
鉄筋コンクリート
2階

967.74㎡ 昭和56年
消防本部
併設事務局

知内消防署 知内町字重内24番地1
鉄筋コンクリート
2階

717.77㎡ 昭和50年

木古内消防署 木古内町字太平27番地11
鉄筋コンクリート
2階

855.61㎡ 昭和50年

施設名 所在地 構造 棟数 世帯数 延面積 完成年度

職員待機宿舎 松前町字江良902番地2
ブロック造
平屋

1 2 104.34㎡ 昭和50年
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■消防団車庫及び器具置場 

 
※消防計画 抜粋 

 

  

所属 分団名 所在地 施設名 構造 延面積
（㎡）

松前町字原口396番地2 器具置場 木造 33.12

松前町字清部113番地 器具置場 鉄骨鉄板張 79.24

松前町字茂草618番地 器具置場 木造　2階建 33.12

松前町字静浦44番地 器具置場 ブロック造 32.90

松前町字札前37番地 器具置場 ブロック造 14.85

松前町字札前153番地3 待機所 ブロック造 22.68

松前町字館浜256番地2 器具置場 ブロック造 35.10

松前町字赤神110番地1 器具置場 ブロック造　2階建 136.08

松前分団 松前町字福山146番地 器具置場 木造 33.12

松前町字朝日505番地2 器具置場 木造 33.12

松前町字大沢310番地1 器具置場 木造 19.87

松前町字荒谷150番地 器具置場 ブロック造 14.85

松前町字白神52番地 器具置場 ブロック造 28.32

吉野分団 福島町字吉野77番地1 器具置場 木造 45.36

吉岡分団 福島町字館崎350番地15 分団格納庫 木造 59.13

白符分団 福島町字白符593番地1 器具置場 木造 38.07

福島分団 福島町字三岳45番地1 消防署内 鉄筋コンクリート　2階 967.74

千軒分団 福島町字千軒795番地 器具置場 木造 51.03

第2分団 知内町字桶元163番地 器具置場 木造モルタル 87.30

第3分団 知内町字小谷石 器具置場 木造（バス待合所併設） 16.56

第4分団 知内町字湯の里82番地13 器具置場 木造（バス待合所併設） 34.00

第2分団 木古内町字札苅226番地5 器具置場 木造 115.70

第3分団 木古内町字泉沢55番地 器具置場 木造モルタル（バス待合所併設） 113.40

第4分団 木古内町字釜谷86番地1 器具置場 木造 50.22

木古内

知内

大島分団

小島分団

大沢分団

松前

福島
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3 公共施設（建築物）の有形固定資産減価償却率等 

（１）有形固定資産減価償却率（老朽化比率） 

公共施設等の有形固定資産減価償却率は次の計算式で表しています。 

 有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／取得価額（再調達価額） 

 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価額に対する減価償

却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して減価償却がどこまで進んでいるか

把握することが出来ます。 

 １００％に近いほど償却が進んでおり、一般的な目安として有形固定資産減価償却率は３

５～５０％程度と言われていますが、各所属の有形固定資産減価償却率は以下のとおりであ

り、今後耐用年数の到達とともに償却率が更に高くなることが予想されます。 

 当組合としては、全体の償却率は平均推移をしているものの、個別にみると各消防署の償

却率が進んでいます。公共施設の改修・建替え等については第３章に記載します。 

 

■所属別一覧 

所属 取得価額 

(千円) 

減価償却累計額 

（千円） 

有形固定資産 

減価償却率 

衛生センター 1,101,774 202,718 18.4% 

消防本部 168,190 117,733 70.0% 

松前消防署 253,227 171,635 67.8% 

福島消防署 196,106 139,919 71.3% 

知内消防署 84,277 67,539 80.1% 

木古内消防署 99,289 86,145 86.8% 

合計 1,902,863 785,690 41.3% 
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■個別詳細 

 

No 所属 名称 取得
年度

取得価額
(千円)

減価償却累計額
（千円）

有形固定資産
減価償却率

1 消防本部 消防本部 1980 168,190 117,733 70.0%
2 松前消防署 松前消防庁舎 1985 199,380 127,264 63.8%
3 松前消防署 松前消防庁舎収納庫 1985 750 750 100.0%
4 松前消防署 松前消防庁舎物置 1989 2,575 2,575 100.0%
5 松前消防署 江良出張所 1972 5,770 5,770 100.0%
6 松前消防署 江良出張所物置 1974 499 499 100.0%
7 福島消防署 福島消防庁舎 1980 168,190 117,733 70.0%
8 福島消防署 事務局　車庫 1989 1,170 1,170 100.0%
9 知内消防署 知内消防庁舎 1974 76,965 63,111 82.0%

10 知内消防署 知内消防署庁舎　物置 1976 498 498 100.0%
11 木古内消防署 木古内消防庁舎 1974 73,021 59,877 82.0%
12 松前消防署 江良出張所　職員待機宿舎 1975 7,500 6,383 85.1%
13 松前消防署 江良出張所  車庫 2009 1,260 445 35.3%
14 松前消防署 江良出張所  待機宿舎物置 1973 583 583 100.0%
15 松前消防署 江良出張所  待機宿舎物置 1975 583 583 100.0%
16 松前消防署 原口消防器具置場 2016 4,310 0 0.0%
17 松前消防署 清部消防器具置場 1971 2,500 2,500 100.0%
18 松前消防署 茂草消防器具置場 1999 4,673 4,673 100.0%
19 松前消防署 静浦消防器具置場 1973 1,200 1,200 100.0%
20 松前消防署 札前消防器具置場 1963 170 170 100.0%
21 松前消防署 札前消防待機所 1983 1,847 1,738 94.1%
22 松前消防署 館浜消防器具置場 1963 170 170 100.0%
23 松前消防署 赤神器具置場 1973 5,600 5,600 100.0%
24 松前消防署 福山消防器具置場 1993 4,480 4,480 100.0%
25 松前消防署 上川消防器具置場 2000 4,599 4,599 100.0%
26 松前消防署 大沢消防器具置場 2014 3,348 223 6.7%
27 松前消防署 荒谷消防器具置場 1962 170 170 100.0%
28 松前消防署 白神消防器具置場 1974 1,260 1,260 100.0%
29 福島消防署 吉野分団器具置場 1983 2,722 2,722 100.0%
30 福島消防署 吉岡分団格納庫 2009 9,550 3,820 40.0%
31 福島消防署 白符分団器具置場 1974 1,960 1,960 100.0%
32 福島消防署 千軒分団器具置場 1998 6,615 6,615 100.0%
33 知内消防署 第二分団器具置場 1971 1,248 1,248 100.0%
34 知内消防署 小谷石消防器具置場 1969 1,240 1,240 100.0%
35 知内消防署 第４分団器具置場 2010 4,326 1,442 33.3%
36 木古内消防署 札苅消防器具置場 1996 12,744 12,744 100.0%
37 木古内消防署 泉沢器具置場 1971 6,804 6,804 100.0%
38 木古内消防署 釜谷消防器具置場 1999 6,720 6,720 100.0%
39 福島消防署 岩部分団（自警団）器具置場 1992 1,468 1,468 100.0%
40 福島消防署 宮歌分団（自警団）器具置場 1994 1,960 1,960 100.0%
41 福島消防署 浦和分団（自警団）格納庫 1996 2,472 2,472 100.0%
42 衛生センター 流動床棟 2014 17,159 452 2.6%
43 衛生センター 最終処分場浸出水処理施設 1999 129,371 54,472 42.1%
44 衛生センター 最終処分場車庫 1999 17,457 9,010 51.6%
45 衛生センター ごみ再生利用施設 2002 353,268 120,855 34.2%
46 衛生センター 倉庫 2002 10,834 4,543 41.9%
47 衛生センター 汚泥再生処理施設 2014 490,245 12,901 2.6%
48 衛生センター 車庫兼倉庫 2014 15,040 485 3.2%
49 衛生センター ストックヤード（倉庫） 2016 68,400 0 0.0%
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（2）公共施設（建築物）の年度別取得状況 

１９８１（昭和５６）年５月３１日以前の建築確認において適用されていた旧耐震基準は、

震度５強程度の揺れで建物が倒壊しない設定とされていますが、新耐震基準は震度６強～７

程度の揺れでも倒壊しないような構造基準として設定されており、旧耐震基準の公共施設等

については、早い段階での方向性の検討が必要となります。 

 

■耐震別公共施設件数 

 旧耐震基準：１９８１年（昭和５６年）以前に建設された公共施設（建築物） 

 新耐震基準：１９８２年（昭和５７年）以降に建設された公共施設（建築物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当組合としては、旧耐震基準に該当する公共施設については、その施設の状況を確認しな

がら、今後の改修や建替え等を検討していきます。 

また、新耐震基準に該当する施設については、継続的な維持管理を行っていきます。 
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（3）更新必要年度と更新必要額 

 現存する公共施設（建築物）を取得価額（再調達価額）で更新した場合、２０１６年度以

降に耐用年数を迎える施設の更新必要額の総額が約１７.５億円となります。５年ごとの期

間でみると、２０３１年度から２０３５年度までの期間が最大で、その費用は約６．４億円

となり、改修・更新等による財政への負担が懸念されます。 

 

■公共施設（建築物）の更新費用（５年ごとの集計） 

※更新必要額とは、建築物が耐用年数を迎え、取得価額をもって再度建設した場合の金額を示す。 

到達年数 更新必要額 

(千円） 

年平均 

（千円） 

主な施設 

（到達年数） 

2016～2020 6,446 1,289 札前消防器具置場（2018 年） 

2021～2025 91,331 18,266 知内消防庁舎（2025 年）、木古内消防庁舎（2025 年） 

2026～2030 7,674 1,535 大沢消防器具置場（2030 年） 

2031～2035 636,761 127,352 松前消防庁舎（2033 年）、福島消防庁舎（2032 年） 

2036～2040 144,411 28,882 最終処分場浸出水処理施設（2038 年） 

2041～2045 353,268 70,654 ごみ再生利用施設（2041 年） 

2046～ 507,404 101,481 汚泥再生処理施設（2053 年） 

合計 1,747,295     
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■個別施設 耐用年数等一覧 

※経過年数は２０１６年度を基準に算出。 

※耐用年数は、公有財産台帳を基に記載。不明な施設は「総務省 資産評価及び固定資産台

帳整備の手引き 耐用年数表」を基に算出。

  

No 所属 名称 取得
年度

経過年数 耐用年数 到達年数 構造

1 消防本部 消防本部 1980 36 50 2031 鉄筋コンクリート
2 松前消防署 松前消防庁舎 1985 31 47 2033 鉄筋コンクリート
3 松前消防署 松前消防庁舎収納庫 1985 31 15 2001 木　造
4 松前消防署 松前消防庁舎物置 1989 27 15 2005 木　造
5 松前消防署 江良出張所 1972 44 38 2011 ブロック造
6 松前消防署 江良出張所物置 1974 42 15 1990 木　造
7 福島消防署 福島消防庁舎 1980 36 50 2031 鉄筋コンクリート
8 福島消防署 事務局　車庫 1989 27 17 2007 木　造
9 知内消防署 知内消防庁舎 1974 42 50 2025 鉄筋コンクリート

10 知内消防署 知内消防署庁舎　物置 1976 40 31 2008 鉄骨造
11 木古内消防署 木古内消防庁舎 1974 42 50 2025 鉄筋コンクリート
12 松前消防署 江良出張所　職員待機宿舎 1975 41 47 2023 鉄筋コンクリート
13 松前消防署 江良出張所  車庫 2009 7 17 2027 木　造
14 松前消防署 江良出張所  待機宿舎物置 1973 43 15 1989 木　造
15 松前消防署 江良出張所  待機宿舎物置 1975 41 15 1991 木　造
16 松前消防署 原口消防器具置場 2016 0 15 2032 木　造
17 松前消防署 清部消防器具置場 1971 45 31 2003 鉄骨鉄板張
18 松前消防署 茂草消防器具置場 1999 17 15 2015 木　造
19 松前消防署 静浦消防器具置場 1973 43 34 2008 ブロック造
20 松前消防署 札前消防器具置場 1963 53 34 1998 ブロック造
21 松前消防署 札前消防待機所 1983 33 34 2018 ブロック造
22 松前消防署 館浜消防器具置場 1963 53 34 1998 ブロック造
23 松前消防署 赤神器具置場 1973 43 34 2008 ブロック造
24 松前消防署 福山消防器具置場 1993 23 15 2009 木　造
25 松前消防署 上川消防器具置場 2000 16 15 2016 木　造
26 松前消防署 大沢消防器具置場 2014 2 15 2030 木　造
27 松前消防署 荒谷消防器具置場 1962 54 34 1997 ブロック造
28 松前消防署 白神消防器具置場 1974 42 34 2009 ブロック造
29 福島消防署 吉野分団器具置場 1983 33 15 1999 木　造
30 福島消防署 吉岡分団格納庫 2009 7 15 2025 木　造
31 福島消防署 白符分団器具置場 1974 42 15 1990 木　造
32 福島消防署 千軒分団器具置場 1998 18 15 2014 木　造
33 知内消防署 第二分団器具置場 1971 45 15 1987 木　造
34 知内消防署 小谷石消防器具置場 1969 47 15 1985 木　造
35 知内消防署 第４分団器具置場 2010 6 15 2026 木　造
36 木古内消防署 札苅消防器具置場 1996 20 15 2012 木　造
37 木古内消防署 泉沢器具置場 1971 45 15 1987 木　造
38 木古内消防署 釜谷消防器具置場 1999 17 15 2015 木　造
39 福島消防署 岩部分団（自警団）器具置場 1992 24 15 2008 木　造
40 福島消防署 宮歌分団（自警団）器具置場 1994 22 15 2010 木　造
41 福島消防署 浦和分団（自警団）格納庫 1996 20 15 2012 木　造
42 衛生センター 流動床棟 2014 2 38 2053 鉄筋コンクリート
43 衛生センター 最終処分場浸出水処理施設 1999 17 38 2038 鉄筋コンクリート
44 衛生センター 最終処分場車庫 1999 17 31 2031 鉄骨鉄板張
45 衛生センター ごみ再生利用施設 2002 14 38 2041 鉄筋コンクリート
46 衛生センター 倉庫 2002 14 31 2034 鉄骨鉄板張
47 衛生センター 汚泥再生処理施設 2014 2 38 2053 鉄筋コンクリート
48 衛生センター 車庫兼倉庫 2014 2 31 2046 鉄骨鉄板張
49 衛生センター ストックヤード（倉庫） 2016 0 38 2055 鉄筋コンクリート
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4 人口についての今後の見通し 

 

各市町村の人口推移をみると、松前町で２０４０年には４，０００人（２０１５年の５４．

５％）、福島町で２，２２５人（２０１５年の５０．３％）、知内町で３，６０４人（２０１

５年の７７．５％）、木古内町で２，５２２人（２０１５年の５５．５％）と、どの自治体も

約２５～５０％近く減少する推移となっています。 

◆各市町村の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）２０１５年は各市町村の国勢調査、２０１５年以降は「日本の地域別将来推計人口（平成２５（２０１

３）年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）に基づき作成。 

平成１７年（２００５年）から平成２２年（２０１０年）の人口の動向を勘案し、 

将来人口を推計。全国の稼働率が、今後も一定程縮小すると仮定した推計。 
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１ 計画期間 

 当組合の公共施設等の総合的かつ計画的な維持管理については、老朽化を迎える公共施設

等の増加と並行しながら、施設等の持続的な保持のための事業実施を基本とすることとし、

計画期間は１０年間（平成２８年度から平成３７年度）とします。  

また、個別の施設の更新・統廃合等については、必要に応じて、施設ごとに個別計画を策

定していくこととします。 

なお、計画期間８年度目の平成３５年度に、次期公共施設等総合管理計画の策定する予定

としております。 

 

２ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（１）全庁的な公共施設の管理取組体制 

 

 公共施設等の管理については、現状、衛生センターならびに各消防署で管理され、必ずし

も情報が一元的に管理されてこなかったことから、総合的かつ計画的に管理する部署として、

衛生部門は衛生センター、また、消防部門は消防本部と定め、事務局は全庁的な調整業務を

担う部署とします。 

 

（２）情報管理・共有方策 

 

 戦略的に計画を推し進めるためには、施設の情報を適切な形で蓄積し、それらのデータを

有効活用することが必要です。具体的には、施設の部材情報や劣化状況等の情報をもとにし

た点検・診断や、工事履歴等を踏まえた維持・修繕など、情報の有効活用を図るとともに、

これらの情報に各管理担当者が容易にアクセスできる環境を整え、日常的な管理の場面から

情報を活用していくことが重要です。 

 

  

第２章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 
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３ 現状や課題に関する基本認識 

（１）公共施設等の改修・更新等への対応 

 高度経済成長等の社会的経済的状況に対応するために建設してきた膨大な公共施設等が、

今後、老朽化の度合いを深めていくことに伴い、安全性の問題、機能劣化の問題等もまた深

刻化せざるを得ません。今後も、行政サービスを適正なレベルで提供し続けていくためには、

これら施設の維持管理していくことが予測され、計画的に対処していくことが必要でありま

す。 

 健全な財政状況を維持するためには、改修・更新等にかかる費用を平準化させるとともに、

投資費用を抑制することが必要であり、中長期的な視点による、戦略的な公共施設等の再編

成・管理に取り組む必要があります。 

 

（２）人口減少への対応 

 当組合にかかる各町の総人口は、１９６０年から減少を続け、その後も減少を続けていま

す。人口全体の減少の本格化が避けられないのみならず、年齢構成別に見ると、幼少人口・

生産年齢人口の減少、老齢人口の増加による少子高齢化が一層進む厳しい予測になっていま

す。したがって、全体の人口減少だけでなく年齢構成別や地域別に見た場合に予測される人

口の変化が、行政サービスに求めるニーズへどのように影響するか着目するとともに、他の

社会情勢の変化によるニーズの変化も十分に考慮した上で、最適な施設のあり方を検討して

いくことが求められます。 

 

（３）逼迫する財政状況への対応 

 今後、人口の減少に一般財源の減少が予想されることに加えて、高齢化の進行に伴う扶助

費等の義務的経費が増加することから、公共施設等の維持管理のための財源確保が出来なく

なることが見込まれます。 

 こうした厳しい財政状況の中で、公共施設等の管理にかかる費用を縮減し、なおかつ機能

の維持を図っていくことが大きな課題となります。 
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４ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

（１）基本的な考え方 

 既存施設については、老朽化の状況や今後の需要見通しを踏まえ、今後とも保持していく

必要があると認められた施設については、長寿命化を柱に、建て替え、複合化、広域化のい

ずれかを選択し、建て替えをする場合には、まず減築や他の施設との複合化を検討します。 

 建築基準法改正前１９８１年（昭和５６年）以前に建てられたもの、また、木造の耐用年

数を４０年、非木造の耐用年数を５０年と設定した場合に、計画策定最終年次である平成３

７年時に耐用年数を超える施設を優先的に検討します。 

 また、耐用年数を経過していない施設も、著しい劣化が認められる場合、検討します。 

 

①公共施設 

■供給に関する方針 

 ・機能の複合化等による効率的な施設配置  

老朽化が著しいが、廃止できない施設については、周辺施設の立地状況を踏まえながら、

施設の統合や機能の複合化等により、効率的な施設配置及び町民ニーズの変化への対応を

図ります。 

 

・施設総量の適正化  

構成町住民の要望や、各町における上位・関連計画、政策との整合性、費用対効果を踏

まえながら、人口減少や厳しい財政状況を勘案し、必要なサービス水準を確保しつつ施設

総量の適正化（縮減）を図ります。  

 

■品質に関する方針 

・予防保全の推進  

日常点検、定期点検を実施し、劣化状況の把握に努めるとともに、点検結果を踏まえた

修繕や改修の実施により予防保全に努めます。  

 

・計画的な長寿命化の推進  

建物の長寿命化を推進する上で必須となる、建物ごとの長期保全計画を作成することと

し、計画を作成する際に必要となる基準等を整備します。その上で、建物ごとの長期保全

計画に基づいて今後生じる費用等を算出し、計画的な修繕・改修を実施します。 
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■財務に関する方針  

・長期的費用の縮減と平準化  

改修・更新等の費用の縮減と更新時期の集中化を避けることにより、歳出予算の縮減と

平準化を図ります。 

・維持管理費用の適正化  

各施設の維持管理コストについて、データを蓄積し、類似用途の施設間などで比較を行

うことで，問題点等を洗い出した後、経費分析を行い、もっとも効率的かつ適正に管理を

行っている施設を基準としたコスト削減を図ります。 

・民間活力の導入  

ＰＰＰやＰＦＩなどの手法が活用できる場合は、施設の整備や管理における官民の連携

を図り、財政負担の軽減と行政サービスの維持・向上を図ります。  

 

（２）実施方針 

①点検・診断等の実施方針 

 公共施設等の維持管理に当たっては、まず、利用や事故等に伴う破損等の状況把握のほか、

経年劣化・損傷を把握するための日常的な巡視を行います。そして、さらに専門的見地から

の状況把握を行うために定期的な点検・診断を実施します。 

また、点検・診断等によらず同様の構造・工法等による危険性が指摘され、利用者の安全

確保に重大な懸念が生じる場合は、当該公共施設等に限らず、同様の危険性が推測される類

似の施設全体において、点検・診断等を実施し、安全確保に努めるものとします。  

これらの点検・診断は、公共施設等を安全・安心な状態に必要不可欠な取組であるが、施

設の規模や性質等により、十分に取組が実施されていない状況もあり、今後、点検・診断の

対象施設の拡大、施設管理者の技術力確保、点検・診断結果を生かした中・長期的な計画の

作成による点検手順の構築等に取り組んでいきます。 

 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

構造躯体の老朽化や建築設備の作動不良等による事故等を未然に防ぎ，建築物等の安全性

を確保するため、学校や病院など一定の用途・規模を満たす公共建築物については、施設管

理者に対し定期点検が義務づけられています。（建築基準法第１２条（報告、検査等）） 

これからは、これらの建築物以外の施設についても、このマニュアル等を参考として、施

設管理者が定期的に経年劣化状況・性能低下状況等を点検・調査して施設の状態を把握する

ことに努めます。また、必要に応じて劣化診断を実施します。  
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（３）安全確保の実施方針 

劣化が著しく安全を確保できない公共施設等については、速やかに使用を中止し、安全対

策等の措置を講ずるものとします。ただし、老朽化等により供用廃止され、かつ、今後とも

利用見込みのない公共施設等については、まずは、立入禁止措置等を実施し、必要に応じて

施設の除却等を行うなど、安全確保対策を実施するものとします。 

 

（４）耐震化の実施方針 

 国及び北海道では、建築物の耐震化目標を９割としています。 

当組合としても、関係機関と協議しながら、国及び北海道との整合性を図り、今後とも計

画的に耐震化を進めていきます。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

公共施設等のうち、老朽化の状況の評価により今後も長く使い続け、期待される耐用年数

までの使用を可能とするための効果的・計画的な保全措置を講じるとともに、ＬＣＣ（ライ

フサイクルコスト）の縮減も考慮に入れた長寿命化を推進します。 

 

（6）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

職員一人ひとりが、公共施設等の管理の意義や必要性を理解する必要があるため、全職員

にこの計画の内容を周知させるなど、意識の共有化を図ります。これは職員ひとりが常に経

営的視点を持って、全体の最適化を目指す戦略的取組が必要であることを示し、そのために、

各施設を管理する職員に対して技術的な講義等を行うと共に、計画に関する講義も取り入れ、

職員の能力と意識向上に努めるなど必要な研修を行います。 

また、公共施設を管理する上で、町民利用施設で導入している指定管理者制度や、可能な

場合はＰＰＰやＰＦＩを活用し、事業の効率化や町民サービスの充実を図るための体制構築

を目指します。 
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５ フォロー体制に関する実施方針 

この計画の内容については、今後新たに策定する個別計画をはじめ、社会経済情勢の変化

等を踏まえ、ＰＤＣＡサイクル評価により、必要に応じ見直しを行います。 
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１ 所属ごとの方針 

■衛生センター 

今後、衛生力強化のため、次のとおり各衛生施設及び車輌更新を計画するものとしています。 

 

※平成３０年度以降の機器類の更新計画は、平成２９年度に計画を策定します。  

事業年度/所属 汚泥処理施設 リサイクルプラザ ストックヤード 最終処分場

平成28年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール
・フォークリフト更新

・ストックヤード建設工事 ・浸出水処理施設回転円板更新工事

平成29年度

・機械設備オーバーホール
・連絡車更新

・機械設備オーバーホール
・タイヤショベル更新

平成30年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール

平成31年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール
・その他プラ容器圧縮成型機更新

平成32年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール ・トラックスケール更新

平成33年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール
・ペットボトル圧縮成型機更新

・浸出水処理施設計装設備更新

平成34年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール

平成35年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール
・ベルトコンベア更新

平成36年度

・機械設備オーバーホール ・機械設備オーバーホール

第３章 所属ごとの管理に関する基本方針 
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■各消防署 

今後、消防力強化のため、次のとおり各署の消防施設の整備を計画するものとしています。 

 

※平成２８年度から平成３２年度までの事業計画は、消防計画登載事業を記載しています。 

 また、平成３２年度以降の計画は、今後消防計画に登載を予定している事業を記載しております。  

事業年度/所属 松前消防署 福島消防署 知内消防署 木古内消防署

平成28年度

・原口消防器具置場　新築工事
・赤神消防器具置場　補修工事
　（軒天修理及びシャッター取替
　　　 　　　　　 　　　工事一式）
・水槽付消防ポンプ自動車　更新
　（松前１号車）

・福島消防署
(改修工事調査 設計業務委託)

・木古内消防庁舎耐震改修工事
　及びアスベスト除去工事
・木古内消防庁舎　実施設計

平成29年度

・札前消防団詰所　補修工事
　（軒天修理及び外壁張替工事一式）
・高規格救急自動車　更新
　（松前救急２）
・小型動力ポンプ積載車　更新
　（大島分団原口班）

・福島消防署庁舎
(外壁及び屋上防水工事)
・白符分団器具置場 (改築工事)

・知内消防庁舎
（庁舎暖房改修工事）

・木古内消防署庁舎
(改修工事)
・泉沢機械器具置場
(改築工事)

平成30年度

・白神消防器具置場　補修工事
　（軒天修理及び外壁張替工事一式）
・庁舎駐車場路盤工事
・広報車　更新　（江良広報車）

・福島消防署庁舎
(暖房機及び配管取替工事)
・水槽付ポンプ自動車更新
・小型ポンプ付積載車更新（千軒分団）
・小型ポンプ更新（福島分団）

・庁舎裏車庫修繕工事 ・耐震性防火水槽新設工事
・水槽付消防ポンプ自動車購入
・小型動力ポンプ購入

平成31年度

・清部消防器具置場　補修工事
　　　　　　　　　（外壁塗装工事）
・作業車　更新 （松前作業車）

・宮歌自警団器具置場（改修工事）
・浦和自警団器具置場（改修工事）

・知内消防庁舎（庁舎防水工事）
・第４分団ポンプ車更新（CD－1）

・高規格救急自動車購入
・人員搬送車購入

平成32年度

・荒谷消防器具置場　補修工事
　　　　　　 　（屋根葺き替え工事）
・江良出張所　新築工事

・吉野分団器具置場（改築工事） ・司令車更新
・第３分団積載車・小型ポンプ更新
・消火栓新規設置工事（重内地区）

・小型動力ポンプ付水槽車購入

平成33年度

・上川消防器具置場　補修工事
　　　　　　　  　（外壁塗装工事）
・高規格救急自動車　更新
　　　　　　　　　　（松前救急１）

・消防ポンプ自動車更新（ＣＤ－１）
・小型ポンプ付積載車更新（吉野分団）
・小型ポンプ更新（白符分団）

・油圧救助器具更新
・消防庁舎シャッター取替工事

・広報車購入

平成34年度

・札前消防器具置場　補修工事
　　　　  　（シャッター取替工事）
・緊急通報受付指令設備　更新

・指揮広報自動車更新 ・庁舎通信指令台改修工事
・庁舎照明LED化改修工事及び
  事務所内改装工事

・小型動力ポンプ積載車購入

平成35年度

・茂草消防器具置場　補修工事
　　　　　　　　　（外壁塗装工事）
・司令車　更新　（松前司令車）

・高規格規格救急車更新 ・第２分団器具置場改築工事 ・救助工作車購入

平成36年度

・福山消防器具置場　補修工事
　（シャッター取替工事）

・広報車更新 ・消防ポンプ自動車購入
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（参考）用語説明 

 

１ 有形固定資産減価償却率 

有形・無形固定資産のうち、耐用年数の決まっているものは減価償却が必要になります。 

有形固定資産の減価償却の進展の割合を示しているのが、有形固定資産減価償却率です。 

減価償却率を見ることで償却の進展具合だけでなく、資産の古さを確認することもでき

ます。 

 

２ 耐用年数 

耐用年数とは、減価償却資産が利用に耐える年数をいいます。長期にわたり反復使用に

耐える経済的に価値があるものの使用又は所有の価値の減価を、各年度に費用配分してい

く場合の計算の基礎となります。 

 

３ ＰＰＰ（トリプルピー） 

公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノ

ウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指す公会計システムをいいます。 

 

４ ＰＦＩ（ピーエフアイ） 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用す

ることで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいいます。 

 

５ ＬＣＣ（ライフサイクルコスト） 

製品や構造物などの費用を、調達・製造～使用～廃棄の段階を総合的に考えたもので、

訳語として生涯費用ともよばれ、英語の頭文字から LCCと略します。 

製品や構造物などの企画、設計に始まり、竣工、運用を経て、修繕、耐用年数の経過

により解体処分するまでを建物の生涯と定義して、その全期間に要する費用を意味し、

建物以外には土木構造物（橋梁、舗装、トンネル）等にも適用されています。 

 

６ ＰＤＣＡサイクル 

 「Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）」の

４段階を繰り返すことにより、業務を継続的に改善する手法をいいます。 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%9B%E4%BE%A1%E5%84%9F%E5%8D%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%BD%E9%80%A0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8B%B1%E8%AA%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A9%8B
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%88%97%E8%A3%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%88%E3%83%B3%E3%83%8D%E3%83%AB

